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第72期の成果と今後の取り組み 

 

事業の経過及び成果 

当社の第72期（平成24年10月～平成25年9月）を取り巻く環境

は、共同住宅に底堅い需要があるものの、建築関係の職方不足

による工程遅れ頻発と、全国的な仕事量の増加による労務単価の

上昇により、難しいコスト管理を要求される中で推移しました。また

手持ち工事を再度精査した結果、期初に設定した利益目標の達

成が容易でない事も判明しました。更に第70期において、「先行き

仕事量が大きく減少する見通しの下、採算の悪い案件も取り込

み、優秀な技術者を投入して採算の改善を図る」という方針のもと

で受注した案件が完成を迎えましたが、これら案件の収益は改善

されたものの、利益を計上するまでには至りませんでした。この結

果、第72期の完成工事高は353億85百万円、営業利益も7億8百

万円に終わりました。 

このような状況ではありましたが、受注に関しては米軍関連案件

と大型集合住宅を中心に多数の引合いを継続的に頂戴しており

受注高は374億31百万円、と確固たる営業基盤を維持していま

す。それだけに、施工戦力の拡充が強く求められる状況となって

おり、施工戦力の確保さえできれば利益の確保とさらなる受注高

の積み上げが可能と考えています。よって当社は根源的な問題は

人材不足にあると認識し、中期的な人材開発を短期的な問題対

処に優先する事としました。このような方針にそって、新入社員の

早期育成プログラムをスタートさせるとともに、最近停滞気味であっ

た中途採用にもいくつかのアイデアを投入しました。これらの施策

が成果に結びつくのは、3年後と考えています。 

なお当社の主力分野である米軍関連案件については、施工高

29億24百万円、受注高13億62百万円（前年比75.3％)、大型集合

住宅関連については施工高151億64百万円、受注高201億61百

万円 (同126.5％）となっております。  

 

第73期の運営について 
第73期の経営環境を俯瞰すると、政権交代に伴う企業意識の改

善や競争力の回復により、設備投資は増加する傾向にあります。

懸念されていたヨーロッパや中国の減速による景気後退も、現状

では回避されています。国内では国家的な課題であった震災復

興事業もようやく緒につき、東北地方における建設需要が顕在化

してきました。当社が得意とする米軍関連案件は、米国議会の混

乱に影響されて停滞していましたが、混乱は収束に向かっており、

出件ペースは回復しつつあります。大型集合住宅についても、首

都圏の需要は引き続き底堅く、更に地方都市における出件も目に

つくようになりました。オリンピックの誘致成功もあり、営業環境は良

好に推移すると考えています。しかしこれは建設業の人手不足を

加速する事となり、人材の確保が業績を左右する時代となります。

このような認識に基づき、当社は第73期においては第72期にス

タートした新人育成プログラムを中心に、人材開発に主眼をおい

た経営を進めます。また新たな試みとしては、外国人採用を検討

します。最初は米軍工事を想定し、フィリピンとベトナムからの人材

活用にチャレンジしますが、結果がよければ国内の一般工事にも

適用します。なお、人材確保のもう一つの手段である中途採用に

ついては、積極的な展開をしているものの満足できる成果を上げ

ていませんが、人数合わせで当社の水準に満たない人材を採用

するような事がないよう、しっかりとした見極めをしていきます。 

部門別では、株式会社長谷工コーポレーション様の専門部署と

して立ち上げた東京第二支店が、お客様からの信頼を得て目論

見通りに推移しています。今期は更に設備工事にも本格参入し、

徹底的な合理化によって利益を確保します。また東京第一支店及

び首都圏の各支店においては、引き続き集合住宅の引き合いが

多いため、大型案件主体で営業するとともに、拠点間の連携に

よって受け入れ工事量の最大化と、各デベロッパーの要望に対す

るノウハウの蓄積を図ります。米軍工事については、支援センター

の業務範囲を拡大して営業・技術情報を一元管理し、更に米軍資

材の自主開発や物流合理化によって、競合他社を寄せ付けない

強みを構築します。なお米軍工事に関しては、沖縄地区及び岩国

地区で大型の受注を期待しています。原子力関連工事を担当す

るエネルギープラント部においては、原子力発電所の停止が続い

ていますが、今期は再稼働を予想しており、それに備えて技術の

維持をいたします。同部門は原子力発電所以外の分野にも業務

範囲を広げており、その中から将来のシーズが見出される事も期

待しています。ＰＭ部門（エンジニアリング事業部）は順調に業務

範囲を広げていますが、それに伴う人材確保は、エネルギープラ

ント部の人材を活用して進めます。 

これらを総合して、第73期は受注高398億80百万円、完成工事

高365億円、経常利益9億円を目指します。株主の皆様におかれ

ましては、引き続き変わらぬご支援を賜りますよう、お願いいたしま

す。  
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経営事項審査 電気工事評点順位表 

電気工事年間平均完成工事高順位 

（注） 建通新聞社「Mr.経審」を参照。なお、メーカー・ゼネコンを除いて表示しています。 

(単位:百万円) 

順位 社名 （系列） 平均完工高 

1 (株)きんでん (関西電力) 339,944 

2 (株)関電工 (東京電力) 338,072 

3 東芝プラントシステム(株) (東芝) 144,848 

4 (株)九電工 (九州電力) 142,323 

5 (株)トーエネック (中部電力) 134,337 

6 (株)ユアテック (東北電力) 124,274 

7 日本電設工業(株) (JR東日本) 103,187 

8 (株)中電工 (中国電力) 80,448 

9 東光電気工事(株)  73,769 

10 栗原工業(株)  66,845 

11 住友電設(株) （住友電気工業) 59,743 

12 (株)四電工 （四国電力) 55,148 

13 (株)日鉄エレックス （新日鐵住金) 43,291 

14 西日本電気システム(株) （JR西日本） 38,095 

15 日本リーテック（株） （JR東日本） 37,785 

16 六興電気(株)  36,828 

17 北海電気工事（株） （北海道電力) 36,327 

18 新生テクノス(株) （JR東海) 36,196 

19 (株)かんでんエンジニアリング (関西電力) 34,053 

20 北陸電気工事(株) （北陸電力） 27,446 

順位 社名 （系列） 評点 

1 (株)きんでん (関西電力) 1,969 

2 (株)関電工 (東京電力) 1,909 

3 東芝プラントシステム(株) (東芝) 1,870 

4 日本電設工業(株) (JR東日本) 1,860 

5 (株)トーエネック (中部電力) 1,839 

6 (株)ユアテック (東北電力) 1,838 

7 (株)九電工 (九州電力) 1,825 

8 (株)中電工 (中国電力) 1,768 

9 (株)四電工 (四国電力) 1,720 

10 住友電設(株) (住友電気工業) 1,717 

11 (株)かんでんエンジニアリング （関西電力） 1,697 

12 東光電気工事(株)  1,656 

13 (株)日鉄エレックス （新日鐵住金） 1,639 

14 新生テクノス(株) （JR東海) 1,638 

15 栗原工業(株)  1,635 

16 日本リーテック(株) （JR東日本） 1,615 

17 北海電気工事(株) （北海道電力) 1,606 

18 (株)協和エクシオ  1,600 

19 (株)日立プラントテクノロジー （日立製作所） 1,581 

20 北陸電気工事(株) （北陸電力） 1,572 

21 (株)シーテック （中部電力） 1,571 

22 三菱電機プラントエンジニアリング(株) （三菱電機） 1,569 

23 三機工業(株)  1,564 

24 JFE電制(株) （JFE） 1,557 

25 六興電気(株)  1,556 

26 (株)東京エネシス  1,539 

27 (株)弘電社 （三菱電機） 1,505 

28 NECネッツエスアイ(株) （NEC) 1,489 

29 西日本電気システム(株) （JR西日本) 1,485 

30 ダイダン(株)  1,484 

31 (株)JPハイテック （電源開発) 1,477 

32 川北電気工業(株)  1,472 

33 中央電気工事(株)  1,447 

34 (株)サンテック  1,443 

35 富士古河E&C(株) （富士電機・古河電気） 1,435 

36 東邦電気工業(株)  1,417 

37 東光電気(株)  1,414 

38 日本コムシス(株)  1,403 

39 (株)雄電社  1,396 

40 日本工営(株)  1,376 

受注高 

営業利益 

純利益 純資産 

売上高 

営業ハイライト 
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セグメント別情報 

 

 集合住宅工事 
 

 集合住宅は受注高201億61百万円（前年比126.5％）、完

成工事高151億64百万円（前年比94.6％）と前年とほぼ同

量をこなすことができ、全体の約4割を占めています。主な

完成物件としては「シティタワー神戸三宮」「テラス渋谷美

竹」が あ り ま す。受 注 粗 利 は 11 億 39 百 万 円（前 年 比

327.2％）を確保しており、確固たる営業基盤を維持してい

ます。しかし完成工事粗利は全国的な仕事量増加による

労務単価の上昇、前期に量の確保に重点を置いて受注し

た不採算案件の処理が原因で3年連続低下しており、10

億74百万円（前年比58.9％）にとどまりました。 

 

 米軍関連工事 
 

 米軍工事は受注高13億62百万円（前年比75.2％）、完

成工事高29億24百万円（前年比91.2％）と施工受け入れ

余力の不足が原因で前年より受注高は減少しました。主な

完成物件としては「佐世保地区タウンハウス」「岩国飛行場

（Ｈ２２）整備格納庫（９４８）」があります。しかし、多数の引

き合いは継続的に頂戴しており、施工戦力の確保さえでき

れば、さらなる受注高の積み上げが可能と考えています。

また利益は米軍工事のノウハウの蓄積、米軍資材の物流

の合理化などが進み、受注粗利1億9百万円（前年比

253.4％）、完成工事粗利6億8百万（前年比184.2％）を確

保することができました。  

 

 官庁工事 
 

 官庁工事は受注高33億24百万円（前年比79.7％）、受注

粗利3億51百万円（前年比188.7％）となりました。落札率

に前年と大きな変化はありませんが、官庁工事の実績を有

する社員の数が少ないことから、思い通りに入札応募がで

きず、入札件数の減少が受注高の減少の要因となってお

ります。今後は入札制度の調査分析、配置技術者の調整

を行い、受注に結び付けていきます。  
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 エネルギー関連事業 
 

 エネルギー関連工事は原子力発電の停止が続いてお

り、完成工事高10億41百万円（前年比79.4％）と前年を下

回る結果となりました。完成工事粗利も工事発注金額が

抑えられ、1億37百万円（前年比61.4％）と減少する結果

となりました。しかし原子力発電所の再稼働に向けて、元

請と一体となって再稼働に対応できる技術者の温存を図

りつつ、今までエネルギー関連工事で培った知識を活か

し、業務範囲の幅を広げております。  

 

 プロジェクトマネジメント部門 
 

 プロジェクトマネジメント事業は売上高3億55百万円（前

年比136％）と順調に業績を伸ばしています。しかし主要

プロジェクトが4月より収束に向かったため、最終的な社員

数は30名（前年比83.3％）と減少し、当初の予定より売り上

げを伸ばすことができませんでした。しかし利益は前半に

確保できた分もあり1億5百万円（前年比136.3％）、利益率

は前年とほぼ横ばいという結果となりました。新たな顧客の

開拓に取り組み、更なる売上の拡大を目指します。  
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第72期 実績紹介 

学校法人湘南学院校舎移転計画 

株式会社フジタ  神奈川県 

ＭａｒｋＳ Ｃｉｔｙ 大橋 

株式会社錢高組  福岡県 

シティタワー神戸三宮 

株式会社大林組  兵庫県 

パークホームズ上大岡グラステラス 

三井住友建設株式会社  神奈川県 

ザ・パークハウス青砥 

株式会社長谷工コーポレーション  東京都 

特別養護老人ホーム 風の笛 

株式会社加賀田組  新潟県 
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件名 契約先  所在地 

江差複合店舗計画 前田建設工業株式会社  北海道 

東根室西浜店８丁目複合店舗計画 株式会社ピーエス三菱  北海道 

ＳＤＧ５盛岡南店 日本建設株式会社   岩手県 

青葉山トンネル 国土交通省東北地方整備局  宮城県 

スーパースポーツゼビオあすと長町店 佐藤工業株式会社  宮城県 

福島地方・家庭・簡易裁判所 福島検察審査会合同庁舎 国土交通省東北地方整備局  福島県 

ブランズタワー文京小日向 鹿島建設株式会社  東京都 

ウェルケアガーデン馬事公苑 株式会社竹中工務店  東京都 

サンシティ横浜南 大成建設株式会社  神奈川県 

プラウド南田辺 清水建設株式会社  大阪府 

プラウドタワー阿倍野 株式会社奥村組  大阪府 

岩国飛行場（Ｈ２１）訓練施設（９４８） 防衛省中国四国防衛局  山口県 

岩国飛行場（Ｈ２２）駐機場（Ｃ） 株式会社ＮＩＰＰＯ  山口県 

佐世保地区タウンハウス 株式会社ＮＩＰＰＯ  長崎県 

ＭａｒｋＳ Ｃｉｔｙ ｔｈｅ 大江 株式会社穴吹工務店  熊本県 

ヨシヅヤ ＪＲ蟹江駅前店 

株式会社熊谷組  愛知県 

ＪＲ高槻北東地区開発事業 複合棟A 

株式会社フジタ  大阪府 

空見スラッジリサイクルセンター 第一汚泥棟 

名古屋市上下水道局  愛知県 

関西電力大飯発電所原子力定検 

関電プラント株式会社  福井県 
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利益の出やすい体質 
 当社の完成工事利益率は8.2％ですが、これは他社と比べて特

段に優れているわけではありません。しかし特筆すべきは販管費

率が6.2％と、他社と比べて低いことです。これは当社の組織が現

業を中心に組み立てられており、規模に対し本社が小さいことが

影響しています。また平均年齢が36.7歳と他社と比べて5歳ほど若

く、マンション工事が多いことから、比較的短期間で一人前の技術

者として活躍できることも大きな要因です。財務面では有利子負

債がゼロで金利負担が発生していない点と、不動産や有価証券を

ほとんど持たないため、手持ち資金を有効活用できている点も挙

げられます。  
 

成果配分制度  
 全社員に経営意識を持たせるため、通常の年間賞与とは別に、

部署業績の20％を成果配分金として支給します。各部署の収益

は毎月開催される経営会議で報告され、社員全員が他部署の現

況と併せて知ることができます。この制度により、社員は会社の収

益を自分のものと捉え、収益向上へのインセンティブが働きます。

また、部署運営が受注額や達成率ではなく、収益の額そのものに

フォーカスされることで、将来の経営幹部育成にも効果があると期

待しています。  
 

経営の透明性   
 委員会設置会社とは、利害関係のない社外取締役が過半数を

占める三委員会（①取締役候補の指名権をもつ「指名委員会」、

②取締役の報酬を決定する「報酬委員会」、③経営全般の監査を

司る「監査委員会」）を設置し、経営の透明性を確保する制度で

す。当社は株式公開企業ではありませんが、2003年に施行された

商法特例法の改正にもとづき、いちはやくこの制度を取り入れまし

た。また決算にあたっては、大手監査法人により公開企業に準ず

るレベルの監査を受けています。あわせて、経営状態を詳細に示

した「経営評価パッケージ」を半期ごとに編纂し、金融機関と調査

会社に公開しています。  
 

社内IT化の方針  
 当社は主要業務のIT化に関して内製を基本としており、原価管

理や経理処理等の基幹業務をはじめとして、社内ポータルサイト、

積算システム、社内メールシステムなどをコーディングから社内の

プログラマが開発して、業務の合理化に役立てています。また人

事管理などの定型業務に関しては市販のパッケージをそのまま活

用し、カスタマイズは社内で手がけられる範囲に限定しています。

更に本支店間の通信環境の整備も、計画から設定まで社内で対

応しており、システムインテグレータは利用せず、機器メーカーと

の保守契約もしておりません。このような方針の結果、ＩＴ関連部署

の年間予算額は、人件費と機器購入費用を含めても売上高の

0.1％以下と、極めて低いレベルに抑えられています。  

基本的な経営方針 

環境の変化には柔軟に対処 
 我が国における事業環境は、オイルショック（1973）、上場企業の

倒産ラッシュ（1997）、デフレ、更には人口の都市集中や官庁工事

の激減と、常に変わり続けています。そして当社はいつの時代も、

社会や市場の動きに対応して自らを変え続けてきました。変化の

激しい現代においては、いかに多くの想定をしても想定外の事態

が発生します。しかし数多くの仮定すべてに対応していたのでは、

経営効率が著しく損なわれるばかりでなく、組織や規則の複雑化

によって、硬直化や発想の固定化を招く懸念が大きいと考えてい

ます。そのため当社は事前の方針決定を極力行わず、問題には、

それが顕在化した後の決断の早さと行動力によって対処する方針

としています。 
 

他社の不得意分野にフォーカスした経営  
 雑誌に登場するような建築物は華やかですが、他社との厳しい

競争に晒されるため、安定した受注確保には困難が伴います。こ

れに対して集合住宅は、内容が地味で利益率も低いとされていま

すが、競争は比較的緩やかなため、施工体制を確立してしまえば

安定した仕事量と利益を期待できます。当社は大型集合住宅に

注力し、各ゼネコンのパートナーとしての位置を確保してきました。

同様の方針の下、英語の仕様書や商習慣の違いから敬遠されて

きた、米国予算による米軍基地整備にも本格参入し、現在ではこ

の分野で圧倒的な技術力とシェアを得るに至りました。 
 

資金効率の追求  
 工期が数年にわたることも稀ではない建設業は、大きな資金力

を必要とする業種です。このため当社は長年に亘って自己資本の

充実に努めており、2011年に自己資本100億円を達成しました。ま

た、資金の稼働率改善にも注力しており、不動産等に固定化され

る資産は保有せず、既存の資産についても売却を行う事で、バラ

ンスシートの圧縮と流動比率の向上につとめています。この結果、

2013年の自己資本比率は47.7％、総資本の回転率は1.5回と業界

標準を上回りました。  
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取引先の与信管理  
 長期に亘る手形決済が通例となっている建設業では、取引先の

リスク管理も重要なポイントです。当社では調査会社からのレポー

トに加えて、手形による入金と現金化のタイミングをもとに、手形残

高を将来にわたって予測することで、取引先ごとの与信残高を管

理しています。この結果、過去3年間における破綻債権の発生額

は、16百万円に抑えられています。 
 

株式は非公開  
 株式公開は事業資金の調達手段ですが、調達コストは内部体制

の整備も合わせて考えると非常に高いものとなります。当社では当

分の間大きな投資案件はないため、株式は非公開を維持する方

針です。  
 

高齢者の戦力化  
 技術と経験のある高齢者の活用は、これからの時代において重

要な経営課題です。当社では60歳で定年を迎えた後、再雇用に

よって65歳までの雇用を標準としていますが、実際には更に柔軟

な雇用政策によって、65歳を過ぎても勤務する社員が14名在籍し

ています。 

 

建設業の本質はサービス業 
 いろいろな職方が共同で作業する建設業において、当社のよう

なサブコンは品質・工程管理と資材の買い付けを主な業務として

おり、実際の施工は専門会社に委ねています。したがって、付加

価値は現場管理から発生しており、本質は製造業ではなくサービ

ス業です。この考え方にもとづき、当社はプロジェクトマネジメント

（ＰＭ）事業に参入しました。PM事業においては、客先の一部とし

て見積もり査定や進捗管理を行い、対価は管理業務そのものに対

して支払われます。2006年の参入以来業容を順調に拡大し、現在

では30名の技術者を5社のプロジェクトに派遣しています。なお、

客先の立場で業務を進めるため、この部署では施工そのものは請

け負わない方針です。 
 

社員の英語教育 
 米軍発注の業務において、技術基準や仕様書などはすべて英

語で記述されています。また、日常の作業においても、軍当局から

の指示事項などを英語で理解する必要が生じます。このため当社

は専門部署（米軍工事支援センター）を設け、仕様書の和訳や英

文契約書の整備などを行っています。社員の英語教育にも力を入

れており、成果はTOEICにより毎年測定し、任用測定に反映させ

ています。 
 

社内JV制度による繁閑調整 
 建設業は地域に密着した産業であることから、それぞれの地域

の経済状況により、繁閑が異なる傾向があります。しかし、各拠点

が最も忙しい時期にあわせて体制を作ったのでは、技術職員の稼

働率を維持できません。この問題に当社は、忙しい地域の拠点と

施工余力のある拠点が、テリトリーを超えて社内JVを組み対処して

います。 

 

総務部は廃止 
 一般に総務部は、日常的な庶務作業から株主総会対策まで幅

広い業務を担当しますが、主業務があやふやなため、効率の悪い

組織になりがちです。このため、海外ではこのような組織を持たな

い企業も多く見られます。当社においても2002年に総務部を廃止

し、大半の業務を現業に移管しました。これに伴い、2012年には

「経営評価パッケージ」の取りまとめなど、経営判断を支援する部

署として、マネジメントサポート部が新設されました。採用に関して

も決定権は現業部署に移管されたため、人事部は学校とのコンタ

クトや情報収集といった支援業務に専念し、人事戦略は執行役会

で議論されます。 

 

障がい者施設で電路材を製作 
 障がい者の授産施設と提携し、現場で消費する電路材を自社

開発・製造しています。  
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新入社員早期育成プログラム開始 
 現代の建設業においては、品質・工程・コスト・安全が管理され

て、はじめて収益を確保できます。このため優秀な現場代理人の

育成は、事業の根幹をなすものと考えています。第72期よりスター

トした「新入社員早期育成プログラム」は実務能力の向上に焦点を

あて、4年目で100戸程度の集合住宅の責任者を務める能力の取

得を、第一の到達点としています。 

 

ホームページ・英文会社案内リニューアル 
ホームページと英文会社案内をリニューアルしました。ホーム

ページは既存顧客から新規取引先、就職を考えている学生など

不特定多数の読者が対象となるため、実績の紹介や数字を用い

ることで当社の強みや特徴を簡潔にわかりやすく伝えています。ま

た、英文会社案内はターゲットを外資系企業に限定し、米軍工事

関係の強みに重点を置き作成しました。実績だけでなく、支援セン

ターを中心にサポート体制が充実していることや、独自の資材の

購入ルートを確立していることを説明し、当社の強みを伝えていま

す。 

 

Ｒ-1グランプリ 
米軍工事従事者への英語力向上プロジェクトの一貫として、「Ｒ

（ＲＯＫＫＯ）－１グランプリ」と称し、ＴＯＥＩＣ基地別対抗戦を開催

しました。チームメンバー一丸となり英語力の底上げを目指してい

ます。 第72期は東北の三沢基地チームが優勝しました。  
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首都圏本部設立 
仕事が集中する首都圏において施工体制をより柔軟に確立する

ことができるように、首都圏本部を設立しました。また、これに伴い

東日本本部、西日本本部の組織体制も新たにし、全社で協力体

制を取れるようにしました。  

 

子会社設立 
電気工事業界は高齢化が進んでおり、若手の職人が大幅に不

足しております。そのような中、当社の協力業者が解散することに

なりました。若く有能な電気工事士が離散してしまうのを防ぐため、

その受け皿として子会社を設立しました。将来的に独立ができるよ

うに支援をしていきます。 

東京第二支店設立 
当社最大得意先の専門部署として、東京第二支店を立ち上げ

ました。東京第二支店は、株式会社長谷工コーポレーション様と

一体となって計画的な受注を行い、平準化された施工による受け

入れ余力の増大を目指します。同時に、同社の高度に標準化され

た施工システムに最適化された施工によって、現場の効率と収益

の向上を目指します。 

36バインド 納品3,000万個達成  
36バインドが2013年8月に、累計納品数3,000万個を達成しまし

た。これを祝して、製造を担当する社会福祉法人太陽の家(大分

県別府市)で社長も出席して記念式典を開催しました。   



経営課題 

集合住宅の電気・設備一括施工の体制確立 
 電気工事と設備工事を一括施工することで、工程の合理化と現

場管理要員の削減を狙っています。これは他社も試みている考え

方ですが、うまくいった例は多くありません。電気と設備の技術領

域が実はそれほど近くないという事実が主な理由ですが、当社は

対象を特定ゼネコンから受注する集合住宅に絞ることで、必要とさ

れる技術領域を限定し、効率的な施工に結び付けたいと考えてい

ます。本年度は、365億円の施工を目標とします。 

 

米軍用資材の開発と製造 
 米軍工事で必須となる米国仕様の資材は、品質や施工性に多く

の問題が見られます。これら資材を自社開発することで、購入コス

トと施工工数を一気に削減すべく、検討を進めています。すでに

シーリングファンの納入に成功しており、今後はダウンライトや特殊

ケーブルまで品目を広げることを検討中です。 

若手技術者の早期戦力化 
 当社は平均年齢が36.7歳と若く、若年層の戦力化がどれだけ進

むかが、中期的な業績に直結します。技術者不足に対応するた

め、新入社員を4年で一人前に育てるプログラムを昨年からスター

トさせました。今年はこのプログラムの第二期生が入社します。 

 

文系学生を技術職として採用 
 現場代理人の仕事では電気の知識は必要ですが、その知識を

活かす仕事がすべてではありません。プロジェクトをきちんと終わ

らせるマネジメント能力や、顧客との折衝能力が重要という考えか

ら、今後当社では文系学生も理系学生と同様に技術職として採用

していきます。 

 

外国人の採用と社員の英語教育 
 外国人技術者の採用は、将来大きな課題となると考えています。

そこで当社は、第一段階として米軍工事に外国人を投入し、経験

を積んだ後に国内工事へも適用すべく、計画を進めています。ま

た外国人の採用は、一般社員の英語教育にもプラスと考えられま

す。 

女性社員の戦力化 
 当社では女性社員を、補助的業務のみならず、営業や工事と

いった主要な業務で活用しており、一般職/総合職といった区別

はなく、昇進試験も男女同一の条件で実施しています。また、１年

間の産休や復帰後の柔軟な勤務時間も、実効性のある形で運用

しています。この結果、全社員に占める女性の割合は10.8％と業

界平均に比べて高く、女性の中で管理職が占める割合も13.1％に

達していますが、女性の活躍の場を更に拡大していく必要があり

ます。 

 

労務単価の上昇と工事の進捗遅れ 
 東北の復興が本格化し、オリンピック関連工事が始まったため、

技術者や職人の不足が深刻化しつつあります。すでに労務単価

は上昇を始めており、この流れは更に加速する可能性がありま

す。営業面での影響は、施工体制が取れないという理由で受注を

断念する事が考えられるとともに、施工面では工期が予定外に伸

びて採算が悪化する可能性があります。 

 

余剰資金の運用 
 総資産の圧縮と資産の現金比率向上から、当社は運転資金を

上回る現金同等物を保有するに至りました。このため余剰資金の

活用が求められていますが、現状では有効な方向性が見出され

ておりません。今後しばらくは内部留保の積み上げも続く見通しの

下、運用規模は10億円程度を考えています。当面は運用に関す

る知識の習得に努めるとともに、M&Aなども検討していく方針で

す。また併せて、配当政策に関しても再検討を行います。 

 

原子力発電所の再稼働への対応 
 原子力発電所の再稼働が議論されていますが、業務が細分化さ

れている上に、信頼性に対する要求が格段に高く、一般技術者の

転用は容易ではありません。また、短期的には再稼働に備えて、

客先の要請に応えられる体制を維持しておかねばなりませんが、

長期的には関連工事が減っていくと予想されるため、技術を活用

する場を求めて周辺事業への展開も必要です。このため、火力関

係や放射線治療施設のオペレーションに参入しておりますが、こ

れら以外にも、技術を活かせる分野を探していくことが課題です。 

 

次世代マネジメント層の養成 
当社は取締役の就任年限を65歳と定めており、次世代マネジメ

ント層の準備は急務です。マネジメント層の養成にあたっては、業

務の実績による選抜ではなく、見識と管理能力によるものとしてお

り、ケーススタディーを中心とした研修を行うとともに、有望社員を

対象に、社長自らが経営研究会を主宰しています。なお、取締役

は退任後も理事として会社に残り、後任の支援と指導にあたりま

す。 
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自 2012年10月1日 

至 2013年9月30日 

財務・経営情報 

 科目 金額 科目 金額 

 （資産の部） （23,089,026）  （負債の部） （12,067,026） 

流動資産 18,451,330 流動負債 10,816,971 

  現金預金 6,235,653   支払手形 483,236 

  受取手形 3,181,179   工事未払金 7,707,200 

  完成工事未収入金 8,156,179   未払金 365,990 

  有価証券 49,047   未払法人税等 85,601 

  未成工事支出金 160,793   未払費用 144,840 

  材料貯蔵品  183,724   未成工事受入金 1,167,717 

  前払費用 29,621   預り金 112,729 

  繰延税金資産 318,110   完成工事補償引当金 4,000 

  その他  141,022   賞与引当金 338,607 

  貸倒引当金 ▲4,000   工事損失引当金 356,000 

    その他 1,050 

    

固定資産 4,637,695 固定負債 1,250,054 

 有形固定資産 558,577   退職給付引当金 1,065,566 

  建物・構築物 341,997   役員退職慰労引当金 157,480 

  車両運搬具 25,210   長期預り金 6,300 

  工具器具・備品 40,987   資産除去債務 20,708 

  土地 150,380  （純資産の部） (11,021,999) 

 無形固定資産 3,146 株主資本 10,930,017 

  電話加入権 3,146  資本金 500,000 

 投資その他の資産 4,075,972  資本剰余金 160,680 

  投資有価証券 2,141,719   資本準備金 160,680 

  関係会社株式 20,000  利益剰余金 10,269,389 

  長期貸付金 777,000   利益準備金 125,000 

  繰延税金資産 394,446   その他利益剰余金 10,144,389 

  その他 762,597    別途積立金 9,677,648 

  貸倒引当金 ▲19,790    繰越利益剰余金 466,740 

   自己株式 ▲52 

  評価・換算差額等 91,982 

    その他有価証券評価差額金 91,982 

資産合計 23,089,026 負債・純資産合計 23,089,026 

科目 金額 

売上高   

 完成工事高 35,029,692  

 兼業事業売上高 355,982  

 売上高合計  35,385,674 

売上原価   

 完成工事原価 32,205,678  

 兼業事業売上原価 250,293  

 売上原価合計  32,455,971 

売上総利益   

 完成工事総利益 2,824,014  

 兼業事業総利益 105,689  

 売上総利益合計  2,929,703 

販売費及び一般管理費  2,220,850 

営業利益  708,852 

営業外収益   

  受取利息及び配当金 25,343  

  工事材料売却益 9,034  

  貸倒引当金戻入益 44,015  

  為替差益 27,539  

  その他 60,708  

  営業外収益合計  166,642 

営業外費用   

  支払手数料 1,440  

  その他 13,746  

  営業外費用合計  15,186 

   経常利益  860,308 

特別利益   

  固定資産売却益 46  

  投資有価証券売却益 43,419  

  特別利益合計  43,465 

特別損失   

  固定資産除売却損 6,118  

  投資有価証券評価損 412  

特別損失合計  6,530 

税引前当期純利益  897,243 

法人税、住民税及び事業税 309,156  

法人税等調整額 148,306   

法人税等合計  457,463 

当期純利益  439,780 

貸借対照表 

2013年9月30日現在 自 2012年10月1日 

至 2013年9月30日 

損益計算書 

(単位:千円) (単位:千円) 

（注）金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

科目  

  株主資本   評価・換算差額等      

純 資 産 

合 計 資本金  

資本剰余金 利益剰余金 

自 己 

株 式  

株 主 資 本 

合 計  

そ の 他 

有価証券 

評 価 

差 額 金 

繰 延 

ヘ ッ ジ 

損 益 

評価·換算 

差 額 等 

合 計 
資 本 

準 備 金  

資 本 

剰 余 金 

合 計  

利 益 

準 備 金  

その他利益剰余金 利 益 

剰 余 金 

合 計  
別 途 

積 立 金 

繰 越 利 益 

剰 余 金 

当期首残高 500,000 160,680 160,680 125,000 9,507,648 246,957 9,879,606 ▲52 10,540,234 ▲37,116 ▲31 ▲37,148 10,503,086 

当期変動額              

 剰余金の配当      ▲49,997 ▲49,997  ▲49,997    ▲49,997 

 別途積立金の積立     170,000 ▲170,000 －  －    － 

 当期純利益      439,780 439,780  439,780    439,780 

 株主資本以外の 

 項目の当期変動額 
         129,098 31 129,130 129,130 

当期変動額合計 － － － － 170,000 219,783 389,783 － 389,783 129,098 31 129,130 518,913 

当期末残高 500,000 160,680 160,680 125,000 9,677,648 466,740 10,269,389 ▲52 10,930,017 91,982 － 91,982 11,021,999 

株主資本等変動計算書 

(単位:千円) 
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1  重要な会計方針 
(1)  資産の評価基準及び評価方法 

1） 有価証券の評価基準及び評価方法 
 （イ） 満期保有目的の債券        定額法による償却原価法      
（ロ） 関係会社株式           移動平均法による原価法 
（ハ） その他有価証券 

     時価のあるもの  決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入 
                           法により処理し、売却原価は、移動平均法により算出） 
      時価のないもの  移動平均法による原価法 
2） 棚卸資産の評価基準及び評価方法 
（イ） 未成工事支出金          個別法による原価法 
（ロ） 材料貯蔵品            移動平均法による原価法 

（2）固定資産の減価償却方法 
      有形固定資産           定率法を採用しております。ただし、平成10年4月1日以後に取得した   
                             建物(建物附属設備を除く)については定額法を採用しております。 
                             なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。 
                             建物・構築物  3年～50年、車両運搬具 2年～6年、 
                             工具器具・備品 4年～15年 
 （会計上の見積もりの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 
        法人税法の改正に伴い、当事業年度より平成24年10月1日以降に取得した有形固定資産につい    
     ては、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。これによる当事業年 
        度の損益に与える影響は軽微であります。 
（3）引当金の計上基準 
   1) 貸倒引当金             債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績 
                             率を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収の可能性を 
                             検討し回収不能見込額を計上しております。 
   2) 賞与引当金             従業員賞与の支給に備えるため、当期に対応する支給見込額を計上し 
                             ております。 
   3) 完成工事補償引当金     完成工事に関する瑕疵担保及びアフターサービス等の支出に備えて、 
                             必要額を計上しております。 
   4) 退職給付引当金         従業員への退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務見込 
                             額及び年金資産の当期末残高に基づき、当期末において発生している 
                             と認められる額を計上しております。 
   5) 役員退職慰労引当金     役員への退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当期末要支給 
                             見込額を計上しております。 
   6) 工事損失引当金         受注工事に係る将来の損失に備えるため、当期末において見込まれる 
                             未引渡工事の損失の発生見込額を計上しております。 
（4）収益及び費用の計上基準 

「完成工事高」の計上は、当期末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事について
は工事進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。 
なお、工事進行基準を適用する工事の当期末における進捗度の見積りは原価比例法であります。 

（5）消費税等の処理方法   消費税等については、税抜方式を採用しております。     
 
2 貸借対照表関係 

（1）債務保証額                          従業員ローン            21,833千円  
（2）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 
      短期金銭債権         流動資産その他        5,000千円 
      長期金銭債権         長期貸付金          777,000千円 
      短期金銭債務                 工事未払金           14,649千円 
（3）有形固定資産の減価償却累計額               1,087,386千円 
（4）金融機関との当座貸越に関する契約 

  当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行1行と当座貸越契約を締結しております。 
     当座貸越極度額の総額                200,000千円 

      借入実行残高                      -   千円 
      借入未実行残高                    200,000千円 

 
3 損益計算書関係 

（1）完成工事高の内、工事進行基準による計上額                12,973,274千円 
（2）完成工事原価に含まれる当期の工事損失引当金繰入額       463,000千円 
（3）関係会社との取引高 

           営業取引による取引高  外注費              56,172千円  
           営業取引以外の取引高  受取利息             11,655千円  
 （4）研究開発費の総額                                            17,725千円 
 
4 株主資本等変動計算書関係 

（1）当期末日における発行済株式の総数（自己株式含む）  10,000株 
（2）当期末日における自己株式の総数                        0.52株 
（3）当期中に行った剰余金の配当 

決議             平成24年11月26日 取締役会 
株式の種類                    普通株式 
配当金の原資                  利益剰余金 
配当金の総額                  49,997,400円 
１株当たりの配当額            5,000円 
基準日              平成24年9 月30日 
効力発生日                    平成24年12月25日 

（4）当期末日後に行う剰余金の配当 
決議                          平成25年11月25日 取締役会 
株式の種類                    普通株式 
配当金の原資                  利益剰余金 
配当金の総額                  74,996,100円 
1株当たりの配当額             7,500円 
基準日                      平成25年9 月30日 
効力発生日                    平成25年12月24日 

 
5. 金融商品関係 

 (1) 金融商品の状況に関する事項 
  資金運用については短期的な預金等に限定しております。受取手形及び完成工事未収入金に係る 
  顧客の信用リスクは与信管理規程に従ってリスク低減を図っております。また投資有価証券につ  
  いては期末に時価の把握を行っております。 

 
 (2) 金融商品の時価等に関する事項 

  平成25年9月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで   
  あります。                                  

個別注記表 
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                                                      (単位：千円) 

 
6. 退職給付関係 
  (1) 採用している退職給付制度の概要 

 当社は退職一時金制度及び確定給付企業年金制度を採用しております。 
  (2) 退職給付債務に関する事項  
                                                            (単位:千円)                                           

  (3) 退職給付費用に関する事項 
                                                            (単位:千円)  

     
 (4) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 
7. 税効果会計関係 

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
                                                      (単位:千円)  
 賞与引当金否認額                                       147,709 
 未払社会保険料否認                                      22,020 
 工事損失引当金                                         135,315 
 その他                                                  13,686 
 繰延税金資産小計（流動）                               318,731 
  
 未成工事交際費                                    ▲       621 
 繰延税金負債小計（流動）                          ▲       621 
  
 繰延税金資産の純額（流動）                             318,110 
  
 減損損失                                               136,480 
 退職給付引当金繰入限度超過額                           383,976 
 その他                                                  81,023 
 繰延税金資産小計（固定）                               601,479 
  
 資産除去債務                                      ▲     6,296 
 その他有価証券評価差額金                          ▲    50,935 
 繰延税金負債小計（固定）                          ▲    57,231 
 
 評価性引当額                                      ▲   149,801 
 繰延税金資産の純額（固定）                             394,446 
  

8. 関連当事者との取引関係 

  (1) 親会社及び法人主要株主等 
取引条件及び取引条件の決定方針等 
*1 ㈲電設経営研究所に対しての資金の貸付につきましては、市場金利を勘案して利率1.5％  
  に設定しております。また、被所有の当社株式について質権を設定しております。 
 

9. １株当たり情報に関する注記 
  (1) １株当たり当期純利益                            43,980円33銭 
  (2) １株当たり純資産額                           1,102,257円28銭 

  
10. 重要な後発事象に関する注記 
    該当事項はありません。 

 

 

 

イ 退職給付債務 ▲2,408,701

ロ 年金資産 1,394,581

ハ 未積立退職給付債務（イ＋ロ） ▲1,014,120

ニ 未認識数理計算上の差異 ▲   51,446

ホ 貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ） ▲1,065,566

へ 退職給付引当金 ▲1,065,566

イ 勤務費用 142,606

ロ 利息費用 30,340

ハ 期待運用収益 ▲   16,845

ニ 数理計算上の差異の費用処理額 11,080

ホ 退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ） 167,182

 

 

  

貸借対照表計上額 時価 差額

〔資産の部〕

①現金預金 6,235,653 6,235,653 －

②受取手形・完成工事未収入金 11,337,358 11,337,358 －

③有価証券及び投資有価証券

　　満期保有目的の債券 1,483,053 1,449,436 ▲33,616

　　その他有価証券 676,028 676,028 －

④長期貸付金 777,000 786,588 9,589

⑤長期預金 500,000 500,000 －

〔負債の部〕

①支払手形・工事未払金等 8,556,426 8,556,426 －

②未払法人税等 85,601 85,601 －

議決権の所有 取引金額 期末残高

(被所有) 割合 (千円) (千円)

㈲電設経営 被所有

研究所 直接 33.69％
777,000

属　性 取引の内容 科　目

主要株主 資金の貸付 利息の受取*1 11,655 長期貸付金

会社等の名称
関連当事者

との関係

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 1.40%

ハ 期待運用収益率 1.50%

ニ 数理計算上の差異の処理年数 ５年



 取締役 

 取締役 長江 洋一 （注1） 
 取締役 菊地 寛 （注1） 
 取締役 日高 貞芳 （注1） 
 取締役 松村 茂広 （注1） 
 取締役 鹿久保 清 （注1） 
 取締役 坂本 孝行 （注1） 
 取締役 森口 彰男 （注1） 
 取締役 芹川 健彦 （注1）  
 取締役（新任） 文倉 辰夫 （注1） 
 取締役 矢野 尚志  

取締役 宋 文洲 （注2） 
取締役 窪田 泰彦 （注2） 

（注1）執行役を兼任している取締役を指す 
（注2）会社法第2条15号に規定する社外取締役を指す 

 執行役 

 代表執行役社長 長江 洋一  
 執行役副社長  菊地 寛  （東日本本部担当） 
 執行役専務  日高 貞芳  （西日本本部長） 
 執行役専務  松村 茂広 （首都圏本部長） 
 執行役専務  鹿久保 清 （工事本部長） 
 執行役常務  坂本 孝行 （管理本部長 
                            兼グアム支店担当） 
 執行役常務  長江 純 （企画推進本部長） 
 執行役  森口 彰男 （エネルギープラント部長） 
      執行役  芹川 健彦 （九州支店長） 
      執行役（新任）  文倉 辰夫 （東京第一支店長） 
      執行役（新任）  佐々木 俊二 （技術本部長） 
      執行役（新任）  金子 隆 （北関東支店長） 
      執行役（新任）  伊藤 光昭 （茨城支店長） 
 

 執行役員 

 執行役員  奈須 孝志 （東京第二支店長） 
 執行役員  釆野 邦彦 （名古屋支店長） 
 執行役員（新任）     三浦 清志 （エンジニアリング事業部長） 
 執行役員（新任）  斉藤 幸也 （横浜支店長） 
 
 ※この度、取締役 京増照男 小田原守司、執行役員 佐々木直芳は退任いた

 しました。 

株主名 出資状況 当社からの出資状況 議決権比率 

(有)電設経営研究所  3,359.36株 ― 33.59% 

六興電気従業員持株会 827.00株 ― 8.27% 

(株)三井住友銀行 495.00株 6千株（出資比率0.00%） 4.95% 

長江 洋一 397.00株 ― 3.97% 

(株)三菱東京UFJ銀行 396.00株 39千株（出資比率0.00%） 3.96% 

三井生命保険(株) 264.00株 ― 2.64% 

日本電子(株) 211.00株 ― 2.11% 

ミツワ電機(株) 161.51株 ― 1.61% 

京増 照男 155.00株 ― 1.55% 

桝山 照代 146.00株 ― 1.46% 

社名 六興電気株式会社 
 （Rokko & Associates, Inc.) 
創業 1949年5月20日 
設立 1950年1月27日 
本社住所 〒105-0012 東京都港区芝大門1丁目1番30号 
電話 03-3459-3366(代表) 
資本金 5億円 
従業員 703名（2013年9月30日現在） 
売上高 353億円（第72期） 
ホームページ http://www.6kou.co.jp 

会社概要 

概要 

組織図 

役員一覧 

建設業の種類 

大株主一覧 

国土交通大臣許可（特－24）第1648号 

電気工事業 電気通信工事業 管工事業 

国土交通大臣許可（般－24）第1648号 

消防施設工事業 

会計監査人 

有限責任監査法人トーマツ 

（ 2013年12月20日現在 ） 

（ 2013年9月30日現在 ） 

（ 2013年10月1日現在 ） 
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東日本本部

首都圏本部

東京第二支店

東京第三支店

エンジニアリング事業部

北海道支店

北関東支店

横浜支店

茨城支店

千葉支店

静岡支店

名古屋支店

西日本本部

大阪支店

神戸支店

エネルギープラント部

中国支店

九州支店

指名委員会
報酬委員会
監査委員会

取締役会

監査室 執行役会

社長

東北支店

新潟支店

副社長

グアム支店

東京第一支店管理本部

マネジメントサポート部

人事部

経理部

システム開発室

開発営業部

米軍工事支援センター

企画推進本部

技術本部

技術部

設計部

工事本部

品質管理室

ＰＭ室

工事監査室

工事安全管理部

購買部



 

支店・営業所一覧 

支店 郵便番号 住所 電話番号  

東京第一支店 105-0012 東京都港区芝大門1丁目1番30号 03-3459-3355  

東京第二支店 105-0012 東京都港区芝大門1丁目1番30号 03-3459-3356  

東京第三支店 105-0012 東京都港区芝大門1丁目1番30号 03-3459-3352  

エンジニアリング事業部 105-0012 東京都港区芝大門1丁目1番30号 03-5404-6720  

北海道支店 064-0807 北海道札幌市中央区南7条西1丁目13番地 011-551-6551  

東北支店 980-0014 宮城県仙台市青葉区本町1丁目13番22号 022-266-2430  

新潟支店 951-8165 新潟県新潟市中央区関屋金鉢山町53番地16 025-266-8151  

茨城支店 300-0817 茨城県土浦市永国777番地1 029-835-6266  

北関東支店 330-8541 埼玉県さいたま市大宮区土手町1丁目49番8号 048-643-7291  

  宇都宮営業所 321-0158 栃木県宇都宮市西川田本町2丁目8番24号 028-659-6666  

  長野営業所 380-0921 長野県長野市大字栗田1010番1号 026-224-8384  

千葉支店 260-0045 千葉県千葉市中央区弁天1丁目2番3号 043-251-1321  

横浜支店 231-0063 神奈川県横浜市中区花咲町2丁目65番地6 045-243-6371  

静岡支店 420-0031 静岡県静岡市葵区呉服町1丁目1番14号 054-251-4532  

  沼津営業所 410-0033 静岡県沼津市杉崎町13番43号 055-924-0479  

  磐田営業所 438-0057 静岡県磐田市千手堂972 0538-31-8344  

名古屋支店 464-0075 愛知県名古屋市千種区内山3丁目10番17号 052-741-3221  

大阪支店 530-0044 大阪府大阪市北区東天満2丁目9番1号 06-6352-5781  

神戸支店 650-0023 兵庫県神戸市中央区栄町通1丁目2番7号 078-321-5358  

エネルギープラント部 650-0023 兵庫県神戸市中央区栄町通1丁目2番7号 078-321-2710  

  若狭営業所 919-2111 福井県大飯郡おおい町本郷第146号19番地1 0770-77-1124  

  敦賀営業所 914-0803 福井県敦賀市新松島町4番8号 0770-21-5000  

中国支店 730-0037 広島県広島市中区中町7番35号 082-243-3548  

  岡山営業所 700-0907 岡山県岡山市北区下石井2丁目8番6号101号室 086-227-7028  

  高松営業所 760-0003 香川県高松市西町13番27号 087-837-7744  

  岩国営業所 740-0026 山口県岩国市車町3丁目12番7号 0827-22-7014  

九州支店 812-0011 福岡県福岡市博多区博多駅前2丁目12番12号 092-451-1278  

  沖縄営業所 904-2143 沖縄県沖縄市知花5丁目13番16号203号室 098-983-4299  

グアム支店  868N Marine Corps DR. Isra Bldg. no, 105 Tumon, Guam, 

96913 P.O.BOX 6278, TAMUNING, GUAM, 96931 USA 

(671) 647-6500  

     

関連会社     

六興テクノサービス     919-2111 福井県大飯郡おおい町本郷第146号19番地1 0770-77-1081  

      株式会社 
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〒105-0012 東京都港区芝大門１丁目１番３０号 

http://www.6kou.co.jp/ 

ＴＥＬ 03-3459-3366 


